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表紙

● 連結計算書類
「連結注記表」

● 計算書類
「個別注記表」

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交
付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書
面）への記載を省略しております。なお、本株主総会におきましては、書面交
付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除
いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第24期定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

第24期
（2024年12月１日から2025年11月30日まで）

株式会社アスマーク
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連結注記表

建物 ８年～30年
器具及び備品 ５年～15年

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社
・主要な連結子会社の名称 株式会社販売促進研究所

HSK-lab株式会社
当連結会計年度から株式会社販売促進研究所及びHSK-lab株式会社を連結の範囲に含めております。こ

れは、株式会社販売促進研究所の株式を2024年12月２日に取得したことにより、連結の範囲に含めるこ
ととしたものであります。また、株式会社販売促進研究所はHSK-lab株式会社の全株式を保有しておりま
す。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社販売促進研究所及びHSK-lab株式会社の決算日は９月30日であります。連結
計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を作成し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい
ては連結上必要な調整を行っております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券
・市場価値のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ. 棚卸資産

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産

定率法によっております。
ただし、建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備につ
いては定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
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連結注記表

ロ. 無形固定資産
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. ポイント引当金 調査パネルへ付与した将来のポイントの交換による費用発生に備えるた
め、当連結会計年度末において、将来利用されると見込まれる額を計上
しております。

ハ. 株主優待引当金 株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、当連結会計年度末におい
て、将来利用されると見込まれる額を計上しております。

ニ. 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、連結子会社の一部は内規に基づ
く当連結会計年度末要支給額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履
行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
　マーケティング・リサーチ事業
　マーケティング・リサーチ事業においては、国内外において、マーケティング・リサーチに関するサービ
スを提供しており、契約に基づくサービス提供が完了したことにより、顧客に当該サービスの支配が移転
し、履行義務が充足されることから、顧客による検収が完了した時点で収益を認識しております。
⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上基準 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における見込み額に基づき、退職給付債務の額を計上しており
ます。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（９年）による定額法により按分した
額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部
におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上
しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額
を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定
額基準によっております。
また、一部の連結子会社は確定拠出型の制度として、中小企業退職金
共済制度を採用しており、当該制度に基づく要拠出額をもって費用処
理をしております。

－ 2 －



2026/01/28 17:23:18 / 25317883_株式会社アスマーク_招集通知

連結注記表

当連結会計年度
繰延税金資産 140,535千円

当連結会計年度
非上場株式等 28,659千円
外国投資信託 12,389千円

当連結会計年度
のれん 88,850千円

ロ．のれんの償却方法及び償却期間 のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っており
ます。

2. 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保できることから、回収可能性が

あると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産は将来の課税所
得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、繰延税金資産が減少
または増加し、この結果、税金費用が増減する可能性があります。

投資有価証券の評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
非上場株式等の評価において、当該株式の実質価額が取得原価に比べて50％程度以上低下した場合に

は、株式の実質価額が著しく下落したと判断し、減損の要否を検討しております。
なお、超過収益力を反映して取得した株式については、実質価額に当該超過収益力を反映しており、超過

収益力が減少したと判断される場合には、実質価額に当該減少を反映しております。超過収益力の算定にお
いて、事業計画や資金調達の状況を総合的に勘案しており、当該事業計画には、売上高及び営業損益等の重
要な仮定が含まれております。超過収益力の算定は、経営者の判断および見積りの不確実性を伴うものであ
り、見積りの前提や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可
能性があります。

のれんの評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 86,318千円
(2) 当座貸越契約

当座貸越限度額 550,000千円
借入実行残高 －千円
差引高 550,000千円

普通株式 1,156,700株

普通株式 63株

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループののれんは、株式の取得価額と被取得企業の識別可能資産及び負債の企業連結日時点の時価

との差額で計上し、規則的に償却しております。株式の取得価額は、取得時における経営環境や事業戦略に
基づき策定された事業計画を基礎とし、超過収益力を含めて決定しております。当事業計画には、顧客の数
や顧客単価等により算定した売上高の成長率等の主要な仮定に基づく将来見積りが含まれております。

のれんに減損の兆候があると認められる場合には、のれんが帰属する事業から得られる割引前将来キャッ
シュ・フローの総額とのれんの帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。そ
の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。

また、のれんが帰属する事業から得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、当該事業の営業損益実績
や事業計画等を基礎としております。事業計画に含まれる顧客の数や顧客単価等の仮定は、経営環境や事業
戦略の変化等によって影響を受けることから高い不確実性を伴い、将来キャッシュ・フローの見積りに重要
な影響を及ぼす可能性があります。

事業計画による将来キャッシュ・フローの見積りに使用した条件および仮定に変更が生じ、のれんが帰属
する事業に影響がある場合には、のれんの減損損失が計上される可能性があります。

3. 連結貸借対照表に関する注記

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。
これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数

－ 4 －
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決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 5 年 ２ 月 2 6 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 41,548 37.00 2024年11月30日 2025年２月27日

2 0 2 5 年 7 月 1 4 日
取 締 役 会 普通株式 42,499 37.00 2025年５月31日 2025年８月８日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年２月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 46,265 40.00 2025年11月30日 2026年２月27日

普通株式 41,300株

(3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

5. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、必要資金については通常の営業活動で獲得した資金から充当することを基本方針とし
ており、借入については資金需要が発生する都度、検討することとしております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、株式等であり事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行会社の信用
リスクに晒されております。
　敷金は、主にオフィスの賃借に伴うものであり、差入先の信用リスクに晒されています。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
　営業債務は、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

敷金 101,953 101,333 △619

投資有価証券（注）2 12,389 12,389 ―

資産計 114,342 113,722 △619

区　分 連結貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式等 28,659

③ 金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、案件及び取引先ごとの期日管理及び残高管理を定期的に行い、取引先相手ごとに財務状況の
悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ⅱ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、適時に資金繰り計画を作成及び更新し、手許流動性を維持する等の方法により流動性リスク
を管理しています。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2025年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり
ます。

（注）１．「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「買掛金」「未払金」「未払法人税等」については、短期
間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２．市場価格のない株式等は、表に含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のと
おりであります。

－ 6 －
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区分
時価（千円）

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計
その他有価証券
　外国投資信託 － 12,389 － 12,389

資産計 － 12,389 － 12,389

区分
時価（千円）

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

敷金 － 101,333 － 101,333

資産計 － 101,333 － 101,333

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）　時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
外国投資信託

外国投資信託は相場価格を用いて評価しております。

敷金
敷金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指

標に信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類し
ております。
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取得の対価 現金 248,750千円
取得原価 248,750

6. 企業結合に関する注記
取得による企業結合
１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社販売促進研究所
事業の内容　　　　マーケティング・リサーチの企画・実施・コンサルティング業務

（2）企業結合を行った主な理由
当社が持つ業界内での広範なネットワークやマーケティング力と、株式会社販売促進研究所の高

度な分析技術や専門知識を組み合わせることで、新たな市場機会の創出や既存事業の強化を図りま
す。また、両社の連携により、より革新的なサービスや商品を迅速に展開し、お客様の期待を超え
る価値をお届けすることを目指します。

（3）企業結合日　　　　　　　　　2024年12月２日
（4）企業結合の法的形式　　　　　現金を対価とする株式取得
（5）結合後企業の名称　　　　　　結合後企業の名称に変更はありません。
（6）取得した議決権比率　　　　　取得後の議決権比率　100％
（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。
２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年10月１日から2025年９月30日まで
３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー費用等　　　2,775千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）発生したのれんの金額　 98,722千円
（2）発生原因　　　　　　　今後の事業展開によって期待される超過収益力により発生したものであ

ります。
（3）償却方法及び償却期間　 10年間にわたる均等償却
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流動資産 207,252千円
固定資産 45,670千円
資産合計 252,922千円
流動負債 50,912千円
固定負債 53,671千円
負債合計 104,583千円

報告セグメント
マーケティング・リサーチ事業

オンライン調査 2,332,498
オフライン調査 1,704,495
その他 379,262
顧客との契約から生じる収益 4,416,257
外部顧客への売上高 4,416,257

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 532,135
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 477,705
契約負債（期首残高） 10,207
契約負債（期末残高） 9,858

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

7. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関
する注記等　(3) 会計方針に関する事項　④ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 顧客との契約から生じた債権の残高

（単位：千円）

　契約負債は、主に顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。
② 残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループは、当初に予定される顧客との契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行
義務に関する情報の記載を省略しています。
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(1) １株当たりの純資産額 1,366円61銭
(2) １株当たりの当期純利益 174円91銭

8. １株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記
　当社は、2026年１月14日開催の取締役会において、株式会社リーン・ニシカタの株式を取得し、子会社化
することについて決議し、2026年１月14日付で同社との間で株式譲渡契約を締結し、株式を取得しました。

①　企業結合の概要
　(1）被取得企業の名称及びその事業の内容
　　　被取得企業の名称　株式会社リーン・ニシカタ
　　　事業の内容　　　　データ分析技術を駆使したデジタルコンテンツにまつわるコンサルティング
　(2）企業結合を行う主な理由

　当社は、リサーチ事業を中核にお客様のマーケティング課題解決を支援しており、近年ではデータ主
導型社会に対応すべく、データ分析体制の強化を重要課題として掲げております。この戦略の一環とし
て、当社は2025年7月にリーン・ニシカタ社と戦略的業務提携契約を締結いたしました。同社は、代
表の西方智晃氏を中心とした高度な分析アルゴリズムの開発やデータサイエンティストの育成に強みを
持つ専門家集団です。提携以降、西方氏を当社のCAO（Chief Analytics Officer）として招聘し、当
社グループ全体のデータ分析サービスの統括や人材育成において連携を深めてまいりました。このた
び、これまでの提携による成果をさらに発展させ、両社のリソースと専門性を完全に融合させること
が、当社グループの企業価値向上に資すると判断し、リーン・ニシカタ社の株式を取得し子会社化する
ことを決定いたしました。本件により、リーン・ニシカタ社が有する高度な分析技術と当社の事業基盤
を一体化させ、クライアントに対してより付加価値の高いインサイトを提供できる体制を盤石なものと
してまいります。

　(3）企業結合日
　　　2026年１月14日
　(4）企業結合の法的形式
　　　現金を対価とする株式取得
　(5）結合後企業の名称
　　　結合後企業の名称に変更はありません。
　(6）取得する議決権比率
　　　100％
　(7）取得企業を決定するに至った主な根拠
　　　当社が現金を対価として株式を取得したためであります。
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②　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　　取得の対価　現金及び預金　184,000千円
　　取得原価　　　　　　　　　184,000千円

③　主要な取得関連費用の内容及び金額
　　アドバイザリー費用等（概算額）　11,000千円

④　発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
　　現時点では確定しておりません。

⑤　企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳
　　現時点では確定しておりません。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

　子会社株式
　移動平均法による原価法

　その他有価証券
　市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法
② 棚卸資産

　仕掛品
　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　定率法によっております。ただし、建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備について
は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～30年
器具及び備品 ５年～15年

② 無形固定資産
　自社利用のソフトウエア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② ポイント引当金
　調査パネルへ付与した将来のポイントの交換による費用発生に備えるため、当事業年度末において、将
来利用されると見込まれる額を計上しております。
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当事業年度末
繰延税金資産 135,829千円

③ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費
用処理しております。

④ 株主優待引当金
　株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、当事業年度末において、将来利用されると見込まれる額を
計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
　マーケティング・リサーチ事業
　マーケティング・リサーチ事業においては、国内外において、マーケティング・リサーチに関するサービ
スを提供しており、契約に基づくサービス提供が完了したことにより、顧客に当該サービスの支配が移転
し、履行義務が充足されることから、顧客による検収が完了した時点で収益を認識しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書きに定める経過的な取
り扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。
　当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な
影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。
繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
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貸借対照表計上額
非上場株式等 28,659千円

（1） 有形固定資産の減価償却累計額 73,155千円
（2） 当座貸越限度額

当座貸越限度額 550,000千円
借入実行残高 －千円
差引高 550,000千円

（3） 関係会社に対する金銭債権、債務
①短期金銭債権 7,773千円
②短期金銭債務 506千円

売上高 16,710千円
仕入高 5,499千円

② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　当社は、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保できることから、回収可能性があると判断し
た将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産は将来の課税所得の見積り
に依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、繰延税金資産が減少または増
加し、この結果、税金費用が増減する可能性があります。

投資有価証券の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結計算書類「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注

記を省略しています。

4. 貸借対照表に関する注記

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。
これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

5. 損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

営業取引による取引高
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普通株式 63株

繰延税金資産
貸倒引当金 2,167千円
資産除去債務費用 16,400
未払賞与 17,229
ポイント引当金 80,868
退職給付引当金 20,841
減価償却超過額 5,600
未払事業税 4,412
未払事業所税 1,217
株主優待引当金 2,752
その他 8,745

繰延税金資産小計 160,236
評価性引当額 △24,406
繰延税金資産合計 135,829

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

7. 税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、

2026年４月１日以降開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年12月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金

資産については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しております。なお、この変更によ
る影響は軽微であります。
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種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（被所有）割合（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高

( 千 円 )

子会社
株 式 会 社
販 売 促 進
研究所

所有
直接100

役員の兼任
調査受委託

業務の受
託
（注）1

16,710 売 掛 金 7,773

業務の委
託
（注）1

4,726 買 掛 金 506

(1) １株当たりの純資産額 1,347円79銭
(2) １株当たりの当期純利益 158円25銭

8. 関連当事者との取引に関する注記
関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)１．取引条件及び取引条件の決定方針は、一般取引先と同様の条件であります。

２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

9. 収益認識に関する注記
連結計算書類「連結注記表　７．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　連結計算書類「連結注記表　９．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を
省略しております。
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